
産業界（商工会議所）の案

課題 取組

1
人材確保・育成
（若者の定着）

行政や教育機関、各種認定支援
機関等との連携による事業実施

各種検定試験の実施・活用

新入社員研修の実施

新規就職者激励大会の実施

ジョブ・カード制度の職業訓練
（有期実習型訓練等）の活用

各種セミナー・研修の実施

働き方改革など施策情報等の周知

2 創業支援

行政や各種認定支援
機関等との連携による事業実施

創業スクールの開催

創業に対する相談・支援

3 リカレント教育の充実

１ 地元進学／入口対策
（高校卒業→大学等進学）

２ 地元就職／出口対策
（大学等卒業→就職、UIJターン）

３ 社会人の学びなおし

本協議会で対応すべき課題と取り組み
～産業界（商工会議所）としての意見

中小企業の人材定着・育成を
図る上で、また人手不足への対
応の観点も含めて、学び直し機
会の創造が特に重要。

資料３
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Ｂ

廃業(E/A)
2,334ヶ所 （14.1%）

18,997人 （11.6%）

新設(D/B)
1,479ヶ所 （9.4%）

15,213人 （9.5%）

存続(C/A)
14,255ヶ所（85.9%)

144,852人（88.4%）

H26年（Ａ）
16,589ヶ所

163,849人

H28年(B)
15,734ヶ所
（-855ヶ所）

160,065人
(－3,784人)

※新設と廃業の
差が増減分に相当

事業承継や
経営革新等に
対する支援

創業や企業
立地に対する
支援の実施

H２６年 H２８年

上段が事業所数
下段が従業員数

A

C

E

D

前橋市における存続・廃業・新設別での
民営事業所数・従業員数の変化

（経済センサス活動より）

地域人材の育成・定着の前提として

「いかに働く場をつくるか」

そのためには、

1.事業継続性のある
稼げる企業を増やす

2.新しい企業を増やす

産業界として稼ぐ企業づくり
を支援できるかが重要。

ただし、人手不足という
課題が存在。
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人手不足からみる学び直し機会の必要性

既に深刻化する人手不足の要因

・そもそも採用が出来ない、
・自社の処遇や魅力の問題
・ミスマッチ、人材の定着の課題

人員の過不足状況

不足している
65.0%

過不足はない
33.0%

過剰ではある
1.6%

無回答
0.5%

数年後の人員充足の見通し

不足感が増す
61.0%

現在と
同程度
34.1%

「人手不足等への対応に関する調査（日本商工会議所）」

企業が求める人材 求める人材

3.5%

15.4%

30.7%

41.2%

51.7%

61.8%

64.2%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

管理職経験者

一般職層・非専門的な人材

（パート・アルバイト等）

新規学卒者

（大学卒、院卒）

新規学卒者

（高卒）

即戦力となる

中堅層、専門家

一定の経験を有した

若手社員（第二新卒）

中小企業アンケートから読み解く

↓
そのギャップを埋めることや
会社の中核を担う人材を育てるための、
学び直しの機会に対する
潜在的ニーズは存在するのでは？

実際に入社した社員のスキルと
企業が求めるスキルとのギャップが存在？

新規学卒者より、一定経験ある若手や
即戦力としての中堅層・専門家を求める傾向
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人手不足の対応策としての社員教育等の見方

人手不足への対応策として、
業務効率化などに次いで
社員教育の強化、能力向上、
モチベーションアップへの取り
組みなどを重視。

≪回答項目≫
1.既存の業務を効率化する（ICT化、標準化等） 2.残業、休日出勤等で対応
3.社員教育の強化・社員の能力向上 4.社員のモチベーションを上げる処遇体系へ見直し
5.経営者や管理職が作業を補う 6.不必要な業務をやめる（アウトソーシングを含む）
7.部署間・社員間の業務を平準化 8.会議時間の短縮など時間の使い方の見直し
9.取引先と交渉し非効率・不合理な商慣習を見直す 10.販売価格の引き上げ等を通じて業務量を減らす
11.社内意思決定プロセスの簡素化 11.他社と人材を融通し合う
13.拠点・部署等を減らして、人員を集約化する 12.特に何もしていないが、何とか業務を回している
15.その他 ⑯無回答

人手不足下での事業活動維持への取り組み
「人手不足等への対応に関する調査（日本商工会議所）」
※人手不足と回答した企業のみ
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中小・
小規模事業者

顧客（地域）

販路開拓・
顧客創造

需要創出

地域の
活性化

大学・専門学校
地域金融機関
公的支援機関
開発研究等

前橋商工
会議所

群馬県・
前橋市

事業活動

企業の
活性化

稼ぐ企業をつくる支援体制としての産学官連携

構造変化への適応（経営革新、第二創業）、創業支援

事業計画
新商品･サービス開
発、技術開発
営業活動
財務・経理
人事・労務
人材育成
etc…

対価（事業収入）
企業イメージ向上

広範な
連携による
企業支援
の展開

○稼ぐ企業をつくる
人材育成の必要性
中小企業は、様々な活動
を通して、顧客から対価を
得て事業継続している。

↓
その企業活動を
支えるのは人材。
現状、人手不足を
カバーするには、
人材の育成が重要。

↓
その一端を、産学官
によるプラットフォームが
担うかたちが必要。
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・社内・社外の勉強会
・社外のセミナーや研修
・公的機関や教育機関等による講座
・通信教育…etc

１．学び直し機会の種類 ３．どういった効果が望ましいのか

・仕事に結びつくものなのか

・より実践的なものなのか

・より高度なものなのか

・社会人基礎力をつけるものなのか

４．ビジネススクールにとって
課題となりそうなこと

・働きながら学ぶことへの理解
・カリキュラムとのマッチング
・モチベーション維持になるのか
・時間的な問題
・費用的な課題

たとえば
・財務・会計
・ビジネス法務
・経営戦略論（マーケティング、イノベーション）
・経営組織論（マネジメント等）
・経済政策（中小企業政策・労働政策等）
・データサイエンス（リテラシー）…etc

２．どんな内容が望ましい？

社会人学び直しの機会としてのビジネススクール

→産学官連携による
学び直しの機会の創出
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